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Ⅳ. 考察 

１． 定量調査に関する考察 

本調査の目的は全国の地域子育て支援拠点の質の向上を図る取り組み状況の定量的な把握を行い、

質の向上に必要な要因や課題を明らかにすることであった。そこで調査結果に基づき運営に関わる要

因と組織の特性の視点から考察を加える。 

まず、運営に関わる要因として職員体制や職員への支援、そして、これらを裏付ける事業費の三点

を挙げたい。職員体制については常勤、非常勤に限らず「５人以上」で質的向上に「積極的に取り組

んでいる」と回答する割合が有意に高い結果となっていることから人数の充実が質の向上に繋がって

いることがうかがえる。また、対象者別の取り組みでは「父親」「妊娠中の方やその家族」「発達の遅

れや障がいがある子どものいる家庭」「アレルギーのある子の家庭」などで常勤が１人以上いるところ

で有意に高くなっており、より丁寧な取り組みを行うためには常勤の配置が有効と考えられる。 

二点目の職員への支援については基本四事業の自己評価で拠点内外での研修など職員の技能向上の

取り組みを行っているところが「積極的に取り組んでいる」と回答する割合が有意に高い結果となっ

ていたり、様々な対象者別の取り組みを行う割合が高くなっている。また、職員をサポートする相談

援助体制があるところも同様の傾向がみられた。これまでも子育て支援員研修や自治体による研修が

行われているが、今後も継続的な取り組みが求められる。 

三点目の事業費については基本四事業の自己評価で「積極的に取り組んでいる」と回答する割合が

有意に高くなったのは 3000万円以上となった。また、対象者別の取り組みについては「300～500万」

で10項目で有意に低い結果となっており、一点目でみた職員体制の結果にもつながる結果と言える。

全体の割合でみると「500～1000万円未満」が３割弱と最も高くなっており、交付金の基準を考える

と平均的な運営費であると思われる。今回の結果からは平均的な運営費を下回るところでは対象を拡

げて取り組むことが難しいことがうかがえる。 

次に質の向上に関わる組織の特性について、外部への開放性と事業を担う人の多様性の二点を挙げ

たい。 

 まず、外部に対しての開放性であるが拠点事業を行うにあたり外部との接触を積極的に持っている

ということである。今回の調査結果からはともに支援や活動を行っている連携機関や団体についての

設問でほぼすべての項目で関わっていると回答したところが基本四事業の自己評価で「積極的に取り

組んでいる」と回答する割合が有意に高く、対象者別の取り組みも有意に高い項目が多くなっている。

また、外部から積極的に見学者や実習を受け入れていると回答したところも同じ傾向がみられる。特

に対象者別の取り組みでは他の項目に比べても実施率が高い結果となった。また、有識者などへの第

三者評価を行っているとするところも同様の傾向がみられる。これらのことから外部との積極的な関

わりが質の向上に関わることが考えられる。 

次に事業を担う人の多様性ついては様々な背景を持った人が事業に関わりを持っていることであり、 

事業を担う人の経験を尋ねた設問とボランティアについての設問からみていく。事業を担う人の経験

に関しては当事者活動やボランティア、NPO、自治会などの活動経験者がいるとしたところでは基本

四事業の自己評価で「積極的に取り組んでいる」と回答する割合が有意に高い。また、対象別の取り

組みでも多くの項目で実施率が有意に高い結果となっている。ボランティアの人数でみると四事業す

べてにおいて「積極的に取り組んでいる」が「0 人」で有意に低く、「30 人以上」で有意に高くなっ
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た。また、対象者別の取り組みでも多くの項目で、「30人以上」で有意に高い傾向がみられた。職員、

ボランティアともに様々な人材が携わること向上につながる可能性を示唆する結果となった。 

外部に対しての開放性と事業に携わる人の多様性が質の向上に結びつく要因として多様な情報と

様々な角度からの視点の獲得が考えられる。様々な機関、団体や多様な背景を持つ職員、ボランティ

アは地域のニーズや専門的な知識、技術を拠点事業にもたらしてくれる。また、同時にそれらを基に

した視点をもたらす。そのことが事業のあり方を常に考え、より良いものにしていこうとする動きに

つながり、さらにニーズに基づいた事業の展開に結びつくと考えられる。 

今回の調査では NPO 法人が基本四事業の自己評価で「積極的に取り組んでいる」と回答する割合

が有意に高く、対象者別の取り組みも有意に高い項目が多くなっている。NPO 法人の活動状況をみ

るとこれらの特性を他の運営主体に比べて備えていることが推察される。 

今後の課題について運営に関わる要因は繰り返しになるが常勤職員の配置と職員への支援体制の確

立、そして、これらを裏付ける事業費の確保が質の向上を考える上では欠かせないであろう。職員の

支援体制については地域子育て支援拠点事業の活動の積み重ねに対応した重層的な研修も求められる。 

組織の特性でみた外部に対しての開放性と事業に携わる人の多様性については市町村・行政所管課

や保健センター・保健所など公的な機関と比べて結びつきの弱い町内会・自治会など地域団体や子育

てサークルなど当事者団体との関わりを強めることが必要であろう。また、ボランティアの受け入れ

も今回の調査ではおよそ 40％がしておらず、積極的な受け入れが求められる。 

 

２．実践事例の収集に関する考察  

質の向上を図る取り組みを定量的に調査した 1次調査から全国の地域子育て支援拠点では、父親支

援を約 4割が、妊婦や障がい児等の家庭支援を約 3割が、祖父母支援や共働き家庭の支援を約 2割が

実践しており、ひとり親家庭や子育てと介護をするダブルケア家庭への支援など、今日的な課題につ

いても支援が広がっていた。 

質の向上を図る取り組みの具体的実践内容を 72 収集した 2 次調査では、利用者が抱える困りごと

やニーズに支援者が問題意識を持ち、それに応える形で多様な対象と課題への取り組みが始まってい

ることを、多くの実践事例が示していたことから、当事者に寄り添う地域子育て支援の深化が、多様

な対象と課題へと支援を広げるひとつの方向性と考えられる。 

また、収集された実践の多くで「交流・サロン・しゃべり場」の活動形態が採用されており、地域

子育て支援拠点の特徴である「交流支援」をベースにした支援が、派生的に広がっていると捉えられ

る。「講座・講習」の３倍以上を「交流・サロン・しゃべり場」が占めていることは、「支援者と利

用者の対等で水平な関係」や「指導ではなく寄り添い」を特徴とする拠点が、課題を抱える利用者と

支援者が同じ目線で課題共有し、利用者の主体性を尊重しながら、課題や困難を乗り越える方向に導

く上で、「講座・講習」といった形態よりも、きめ細かな配慮の効いた洗練された活動形態が広がっ

ているといえる。 

72の質的向上を図る実践事例を展開していた拠点は、いずれも基本四事業の質の向上を図る取り組

みに対する自己評価が平均以上に高いことから、基本四事業の質的向上の積み重ねが、多様な対象や

課題を捉え、具体的な支援を展開していく上で重要と考えられる。 
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多様な対象・課題に対し積極的に取り組む地域子育て支援拠点では、拠点事業の委託事業費以外の

資金を、助成金事業などで調達して取り組んでいるケースもあることから、質の向上に意欲的な拠点

を育成するための予算措置と講じることも検討すべきである。 

１次調査の結果からも地域子育て支援拠点の約７割が質的向上に意欲的であることから、定量調査

で明らかになった質の向上に必要な要因が満たされるよう、拠点事業の基本的な実施体制や運営体制

の強化を図るとともに、本調査で収集した実践事例を実践交流や研修を通じて幅広く情報共有し、導

入や実施に向けた促進策を講じることが質の向上に効果的と考えられる。 
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